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研究トピックス

どうして付着藻類なのか？

　日本の河川では、主に水田で使用された除草剤が

高い頻度で検出されます（図1）。除草剤は河川生物

の中でも、一次生産を担う付着藻類に対して高い毒

性を持っています。ところが、除草剤の藻類に対する

生態影響評価では、ほとんどの場合において単一

の標準試験生物種（緑藻の Pseudokirchneriella 

subcapi-

tata）が用いられてきました。この藻類は、培養が容易

で増殖が速く、化学物質に対する感受性も高いため、

世界中で標準試験種として毒性試験に使用されてき

ましたが、ノルウェー原産で日本に存在しないばかり

か、河川に生息する種でもありません。さらに、同じ除

草剤でも藻類の種によって、毒性が1000倍以上も違

うことがこれまで報告されており、単一の種に藻類群

集を代表させることは、生態学的にも毒性学的にも困

難であることが明確でした。そこで、日本の河川に生

息する複数の付着藻類を新たに試験生物種として選

び、これらを組み合わせることで藻類群集としての代

表性を高めることが必要と考えました。河川付着藻類

群集を代表させる試験生物種としては、日本の河川生

態系に幅広く分布し、実際の種構成を反映するように

5種を選定しました：緑藻1種（Desmodesmus  subspica-

tus）、珪藻3種（Achnanthidium minutissimum、Nitzschia 

palea、Navicula pelliculosa）、シアノバクテリア1種（Pse-

udanabaena galeata）。これらの株は公的系統保存施設

より誰でも入手可能なものです。

どうして試験法の開発が必要なのか？

　付着藻類を試験対象とする場合には、試験方法自

体にも問題がありました。既存の藻類の毒性試験方法

は、OECDテストガイドライン等で標準化されたものが

あります。通常、ガラス製の三角フラスコを用いて藻類

を培養し、そこから定期的にサンプルを採取して細胞

数をカウントし、増殖速度を求めます。付着藻類を用

いてこの試験を行うと、藻類はガラス壁面へ付着して

細胞数のカウントができません。また、細胞数をカウン

トするのに大変手間がかかり、5種類の藻類を一度に

試験することなどとてもできません。そこで、付着藻類

の試験に適した、なおかつ5種類の藻類を一度に試験

できるような簡単で新しい試験法を開発することにし

ました。

新たな試験法の特徴は？

　開発した試験法は、従来の三角フラスコを用いた

試験法の代わりに、マイクロプレートの底に藻類を付

着させて培養し、測定も付着させたままで行う方法に

しました（図2）。これなら、付着藻類でも問題なく試験

が可能です。しかも、マイクロプレートを使うことで省

スペースとなり、培養液の分注や藻類の生物量の測

定も自動化され、作業効率が大幅に向上するため多

種類の藻類を同時に試験することが可能です。また、

細胞数をカウントするのではなく、蛍光プレートリー

ダーを用いてクロロフィルa等の光合成色素の自家蛍

光を測定して生物量の指標とすることで、高い感度と

繰り返し精度の向上も達成しました。

試験法マニュアルの作成

　この試験法の詳細は、わかりやすいマニュアルにし

て公開しました（図3）。マニュアルには、農薬の生態リ

スク評価をめぐる背景や、試験法開発の必要性、付着

藻類の選定根拠についても詳しく記載しています。ま

た、この試験法では得られるデータの量が非常に多く

なるため、これを効率的に解析できる統計解析法につ

いても解説しています。農業環境技術研究所のウェブ

サイト（http://www.niaes.affrc.go.jp/techdoc/algae

/index.html）から、マニュアルの電子ファイル（PDF）

と、試験データの統計解析用Excelファイルをダウン

ロードできます。また、希望者には印刷物を配布して

います。

試験法の今後の活用は？

　新たな試験法を開発したことで、日本の河川に生息

する藻類を代表した除草剤の影響評価が可能となり

ました。現在、この試験法を用いて5種類の付着藻類

に対する毒性データを蓄積しており、得られた多くの

データを生態リスク評価に活用する方法を開発中で

す。これにより、農薬の生態リスク評価の進展に大きく

貢献するとともに、生態系への影響がより小さい農薬

を選択することが可能になります。

河川付着藻類を用いた農薬の毒性試験マニュアルを作成　
～実際の生態系により近い形で除草剤の影響を評価する～

有機化学物質研究領域　永井 孝志

図1　田んぼで使われた除草剤は付着藻類が生息する河川に
　　   流出しやすい

図2　マイクロプレートを用いた付着藻類の試験法
新たな試験法では、マイクロプレート底面に付着させた状態で藻類の生物量の測定を行います。

図3　毒性試験マニュアル
　　   農業環境技術研究所WEBサイトから、マニュアル
　　  のPDFをダウンロードできます。

河川付着藻類を用いた農薬の毒性試験マニュアルを作成 

　国内の河川生態系で一次生産者(光合成をになう生物)として優占する付着藻類の代表種5種を選び、農薬の毒

性試験を効率的に行うための新たな試験法を開発しました。詳細はマニュアルにまとめて公開しました。
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